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ご寄附の方法

１ ０　 １０，０００ 円

(本基金の趣旨をご理解いただき、何卒

複数口でのご協力をお願いいたします。)

同窓会会員（卒業生、修了生）、教職

員（退職者を含む。）及び企業並びに

趣旨に賛同してくださる方々にお願い

しております。

平成 １７年６月IEﾖ から

※本学の学生に対する奨学金事業は、

平成30 年 １月 １日から

≡ ‘̈S¶Ξ　　　　　　　　kﾙ

５億円

専用の振込用紙にてお振り込みく ださい。

専用 の振 込用 紙 （全国 の郵 便局と 山梨 中

央銀 行 での 振込 み） に限り、 本学 が振 込

手数 料を 負担い たし ま す。 他の銀 行等 を

ご 利 用の 場合 は、 寄附 金と は別 に振込 手

数料がか かり ますので、ご 注意＜ださい。

※ＡＴＭ及びネット バンキング等による振込み

の場合は、ご住所等が不明のため、領収書等

を発行・送付させていただくことができませ

んので、お手数ですが、必ず専用の振込用紙

をご利用＜ださい。
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◆ ２種 類 の 専 用 振 込 用 紙 を 添 付 し てい ま すの で、 選択 し てご 使 用 ＜ ださ い 。

・全 国 の 郵 便 局 （ゆ う ち よ銀 行 ） 振 込 取 扱 票　　 ・山 梨 中 央 銀 行 振 込 依 頼 書

◆ ご 依 頼 人 記 載欄 に 「郵 便 番 号」「お ところ 」「電 話 番 号 」「お 名 前 （フリガナ ）」 を 記 入

し てく だ さ い 。　 ※郵 便 局 の 用 紙 は ２ヶ 所 、銀 行 の 用 紙 は ３ヶ 所 に 記 載 欄 があ り ま す。

◆ 通信 欄 の 記 載に つ い て

・ 寄 附 目 的 に つ い て 、 該 当 する 口 に Ｑ を 記 入 し てく だ さい 。 記 載 が 無 い 場 合 は、「経

済 的 な 理由 で 修学 が 困 難 な 学 生 に 対 す る 奨 学 金 事 業 （※税 額 控除 制 度 適 用 可 ）」 と

さ せ てい た だ き ま す の でご 了承 願 い ま す。

・ 氏 名 の公 表 に つ い て、 ホ ー ムペ ージ な ど での 氏 名 公 表 を 希 望 しな い 場 合 は、口 に Ｑ

を 記 入 し てく だ さ い 。

◆「帰 属」 欄 に つい て、 差 し 支え な け れ ば 本 学と の 関 係 をご 記 入 ＜ だ さ い 。

【お 問 い 合 わ せ 先 】 山 梨 大 学 教 育 研 究 支 援 基 金 事 務 局

電 話:055-220-8358　E-moil : kikin ＠yＱｍｏｎｏshi.【】ｃ.jp

山 梨 大学教育研究支援基金ウェブサイト　h 廿ｐ://ｗｗｗ.yｏｍＱｎｏshi.ｏｃ.jp/ｏｂｏｕ↑/413



皆様には、平素より山梨大学の教育研究活動にご理解と

ご支援を賜り、厚く御礼申し上げます。

山梨大学は､「地域の中核､世界の人材」をキャッチフレー

ズに掲げ、地域の産業・文化・教育・医療の中核を担う基

幹大学として、「知の拠点」の役割を果たし、地域の発展

に貢献するとともに 強みのある分野で世界的な水準の研

究を推進しております。これら高度な研究に基づく人材育

成により、これまでに様々な領域で活躍する優れた人材を

輩出してまいりました。今後も、医工農融合研究をはじめ

異分野の柔軟な融合に全学で組織的に取り組み、新たな時

国立大学法人 山梨大学

学長 島 田 員 路

代を切り拓く知の創造を図り、それらの成果に基づく高度な研究により、地域の人材育

成と活性化を担う拠点としてさらなる役割を果たしてまいりたいと考えております。

その達成に向けて、全学一体となった組織マネジメント体制を強化するとともに　自

主的な改革の在り方について継続的に検証・評価を行い、地域社会及び国際社会のニー

ズに常に柔軟に対応しつつ、絶えざる改革と機能強化を推進する所存であります。

一方、我が国の厳しい財政状況により、国立大学に対する基盤的な経費である運営費

交付金は法人化（平成16年）以降減額されていることから、寄附金等の外部資金を含む

多様な財源の確保に努めていく必要があります。

このような状況を踏まえ、本学では、平成17 年６月に「山梨大学教育研究支援基金」

を創設し、卒業生・修了生をはじめとする個人や企業の皆様から広くご理解とご協力を

賜り、教育研究活動の充実、修学環境整備事業、国際貢献事業及び地域社会貢献事業等

への支援を行っております。

本学では、今後も学内外の皆様から広くご意見を求め、より一層の教育研究の質の向

上に努めてまいりますので、皆様には引き続き本基金の趣旨にご賛同をいただき、ご支

援ご協力を賜りますよう、何卒よろしくお願い申し上げます。



基金について

設 立の 目 的

「国立大学法人山梨大学教育研究支援基金」は、山梨大学のひとつの組織として、社会か

らのご寄附の受け皿となり、もって山梨大学の目標・使命を達成する一助となることを目

的として設立しました。

基 金 が 行 う 事 業 の 概 要

○本学の教育研究活動の充実とそのための環境整備事業の支援

・教育研究に対する助成と、教育研究のための施設設備の充実

・海外からの優秀な研究者の受入や海外での調査研究活動の支援　など

○学生の修学環境整備事業及び国際貢献事業の支援

・学生のための教育機器の充実

・学生の海外留学や外国人留学生の支援　など

○地域社会貢献事業の支援

・大学が保有する資料などの公開事業

・公開講座の開設や図書館の開放の支援　など

○キャンパス内の環境整備事業の支援

・キャンパス内の緑化推進事業

・グラウンド整備や講義室整備の支援　など

兼垂治 卵il齢　 Ｓ

○本学の学生に対する奨学金事業

・経済的な理由で修学が困難な学生に対する支援

ご 寄 附い た だ い た 皆 様 への 謝 意

本基金へご寄附をいただいた皆様には、感謝の意を込めまして次のことを行っています。

○大学広報誌の送付

○寄附者のご芳名を、ご希望によりホームページで公表

020 万円以上の寄附者のご芳名銘板を、ご了承を得て学内に掲示

○累計額100 万円以上の高額のご寄附をされた方への感謝状の贈呈　など

基 金の 運 営 方 法

基金は、山梨大学への寄附金として、公正・明瞭に支出します。

基金管理運営委員会を設置し、年間の事業計画や収入・支出計画を作成します。

なお、各事業年度の決算につきましては、広報誌送付時に同封いたします。

UNIVERSITYOFy ＡＭＡＮＡSHI



-

奨学金事業について

平成３０年１月から、山梨大学教育研究支援基金に「本学の学生に対する奨学金事

業」を新たに設置し、この事業への寄附金受付を平成３０年１月１日から開始します。

この事業への寄附金の使途は、経済的な理由で修学が困難な学生に対する支援とし、

奨学金の給付は、平成３０年度前期分から実施します。

○奨学金制度の名称：山梨大学修学支援事業　経済的支援奨学金制度

○対象者：学部学生（外国人留学生を除＜）のうち、当該学期の全額免除基準を満た

す半額免除学生（授業料免除申請時に支援奨学金受給の意思表示をした者）

○支援奨学金：１ ３ ３， ０００ 円（各学期の授業料相当額の１／２）

○給付人数：予算の範囲内（各学期１０名以内、又は年間２０名以内）

税法上の優遇措置について

山梨大学への寄附については、個人･法人を問わず、寄附金控除の対象となります。

寄附金控除を受けるには、確定申告が必要です。

１．個 人 か ら のご 寄 附

新たに設置した「本学の学生に対する奨学金事業」を寄附目的としてご寄附された

場合は、従来の「所得控除制度」に加え、新たに「税額控除制度」が適用されること

となり、ご寄附いただ＜多＜の方にとって、減税効果が大きくなります。確定申告の

際に、寄附者の方が、所得控除または税額控除のいずれか一方の制度を選択いただけ

るようになります。　なお、「その他の事業」を寄附目的としてご寄附された場合は、

従来どおり「所得控除制度」が適用されます。

以下に「税額控除制度」と「所得控除制度」の制度について記載します。

（１） 税 額 控 除 制度

「本学の学生に対する奨学金事業」を寄附目的とする個人からの寄附のみ対象

（寄附金額－2,000 円）×40％　⇒　所得税額から控除

※ただし、当該年の所得税額の25 ％を限度とします。

所　得　税　額

× ● ● ● ● ● ●

｜

控除対象額税 率(

所得

に応じ

た率)
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（２） 所 得 控 除 制 度

（寄附金額－2,000 円）×（所得に応じた）税率　⇒　所得税額から控除

※控除を受けられる寄附金額は、総所得金額等の４０％を限度とします。

J 1 ’

所　得　税　額

×

税 率(

所得

に応じ

た率)

◆ 確 定 申 告 に よ る 所 得 税 還 付 金 額 の 目 安

(あくまで目安ですのでご参考としてお取扱いください)

課税所得

金　　額 �

所得

税率 �

課税所得

金額(例) �

控除 � 寄　　 附　　 金　　 額

�����ｒ１万円�゙5 万円y10 万円 ��’30万円｀�'100万円 �500万円 �1000万円

195万円

以下
－-　195
～330

万円 �5

％�150万円�
所得

���税額�1　3,200��18,了00�18, 了00�18,700 �18,700 �18, 了00�18,700

�10％�300万円�
所得 �1　800 1　4,800 ���9,800�29,800 �99,800 �151,200 �151,200

���税額�k　3,200��19,200�39,200 �50,600 �50,600 �50,600 �50,600

330～695

万円 �20
％�500万円�

所得 �1　1･600��9,600 �19,600 �59,600 �199,600 �463,500 �463,500

���税額�k　3,200��19,200�39,200 �119,200 �143,100 �143j00 �143,100

695～900

万円 �23
％�了00万円�

所得 �k　l,800��几000 �21,100 �　61,100
一 一一一一　　 －
119,200 �201,100 �760,200 �760,200���税額 ��

ｒ　3,200 �19,20(
卜　39,200 ���243,500�243,500 �243,500

900～1800
万円�33
％�1000万円�

所得 ��1　2,600�15,800 �32,300 �98,300 �329,300 �lj91,100�1,253,400

���税額�3,200 ��ﾕ瓦2po�j-39,200�,。1119,200�ik 399,200�j、441,000�441,000

1800～4000

万円�40
％�3000万円�

所得 �3,200 ��19,200�39,200 �119,200 �399,200 �1,999,200�3,999,200

���税額�3,200 ��19,200�39,200 �119,200 �399,200 �1,999,200�2,301,000

4000万円

以上 �45
％�5000万円�

所得 �奨偕F3,600��21,600�44,100 �
～134,100 �刄49,100 �2,249,100�4,499,100

���税額�3,200 ��19,200�39,200 �119,200 �。399･200�1,999,200�3,999,200

・上段は所得控除を選択した場合の所得税還付金額

・下段は税額控除を選択した場合の所得税還付金額((寄附金額－2,000 円)×40 ％､ただし､年間所得税額の25 ％が上限)

ｎ £ に口 税額控除による還付の方が多い

l 繋 題 題 所得控除による還付の方が多い

２。法 人 か ら のご 寄 附

法人税法第3 了条第３項第２号に基づき財務大臣が指定した指定寄附金に該当し、

確定申告を行っていただくことにより、寄附金全額の損金算入が可能です。

４
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個人住民税の優遇措置について

自治体の条例で、山梨大学への寄附金が控除対象として指定されている場合は、寄

附された翌年の１月１日に当該自治体にお住まいの方は個人住民税（都道府県民税及

び市町村民税）の税額控除が受けられます。

寄附金額から2,000 円を差し引いた額の4 ％が個人県民税から控除されます。同じ

寄附金が、市町村においても寄附金税額控除の対象に指定されている場合は、市町村

民税分の６％と合わせて10 ％が控除されます。

【山梨大学への寄附金を条例で指定している自治体】

・山梨県

・甲府市、富士吉田市、都留市、山梨市、大月市、韮崎市、南アルプス市、北杜市、

甲斐市、笛吹市、上野原市、甲州市、中央市、市川三郷町、早川町、身延町、南部町、

富士川町、昭和町、道志村、西桂町、忍野村、山中湖村、鳴沢村、富士河口湖町、

小菅村、丹波山村

※この制度は、都道府県･市町村がそれぞれの条例で寄附金控除の対象を指定するものですので、

詳細については、お住まいの都道府県市町村に直接お問い合わせく ださい。

優遇措置を受ける手続き

１．上記の措置を受けるため、確定申告に必要な「寄附金領収書」等を発行しま

すので、大切に保管してください。領収書がお手元に届＜のは、ご寄附をいた

だいた翌月の中旬頃になります。

２．確定申告期間に、本学が発行した「寄附金領収書」を添えて税務署に申告し

てください。なお、税額控除を選んだ場合は、「寄附金領収書」に加え「税額

控除に係る証明書（写）」を添えて申告してください。（税務署で確定申告を行

うと、所得税と個人住民税の両方の控除を受けることができます。）

３．住民税の寄附金控除のみを受ける場合は、市町村に申告してください。

税額控除に係る証明書について

山梨大学は、租税特別措置法施行令第26 条の28 の２第２項第 １号及び第３

項に規定する要件を満たしていることを文部科学大臣から証明を受けています。

所得控除について

山梨大学は、所得税法上の寄附金控除の対象となる特定寄附金（所得税法第

了8 条第２項第２号）又は、法人税法上の全額損金算入を認められる寄附金（法

人税法第37 条第３項第２号）として財務大臣から指定されています。
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